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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等にかかる主要な経営指標等の推移については記
載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がありませんので、記載しておりません。 
４ 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、第35期中から第36期中までは潜在株式がないため、記載しておりませ

ん。また、第37期中は１株当たり中間純損失が計上されており、潜在株式がないため記載しておりません。潜在株式調整
後１株当たり当期純利益については、第35期から第36期までは潜在株式がないため、記載しておりません。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期 

会計期間 

自 平成17年 
  ６月１日 
至 平成17年 
  11月30日 

自 平成18年
  ６月１日 
至 平成18年 
  11月30日 

自 平成19年
  ６月１日 
至 平成19年 
  11月30日 

自 平成17年 
  ６月１日 
至 平成18年 
  ５月31日 

自 平成18年
  ６月１日 
至 平成19年 
  ５月31日 

売上高 (千円) 1,077,217 1,397,352 1,448,471 2,486,688 2,981,480

経常利益 (千円) 5,414 79,371 1,848 71,339 180,446

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

(千円) 26,985 76,041 △5,866 88,901 173,286

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,773,600 1,874,083 1,874,083 2,773,600 1,874,083

発行済株式総数 (株) 10,200,000 10,200,000 10,200,000 10,200,000 10,200,000

純資産額 (千円) 1,813,432 1,948,262 1,986,852 1,874,205 2,046,309

総資産額 (千円) 3,214,738 3,419,243 3,493,616 3,349,025 3,364,672

１株当たり純資産額 (円) 178.11 191.43 195.31 184.11 201.08

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間 
純損失(△) 

(円) 2.65 7.47 △0.58 8.73 17.03

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 5.00

自己資本比率 (％) 56.4 57.0 56.9 56.0 60.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △57,665 △65,021 △74,842 60,124 118,248

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 40,746 12,306 △67,638 11,451 △17,591

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 173,535 29,121 148,978 102,845 △80,711

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) 206,529 200,740 250,775 224,333 244,278

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
86 
(14)

103
(9)

116
(8)

90 
(15)

114
(8)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の従業員の状況 

平成19年11月30日現在の従業員は、116名であります。 

なお、従業員数は就業人員であります。また、このほか臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員は、

８名であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりません。また、労使関係は良好であります。 

  



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題による株価の急落で金融市場の混乱を招き、一

方では鋼材価格並びに原油価格の高騰による広範囲にわたる物価高となり、特に製造業を中心にコスト高となり、

収益への悪影響が出始めております。 

当社が大きく依存する建設関連業界では、民間需要主導の緩やかな回復基調はあるものの、2007年６月に改正建

築基準法が施行されたことに伴い、建築確認審査が厳格化され、確認申請認可が大幅に遅れ、仕事量が予想をはる

かに超える記録的な減少に陥り、当社の業績も鋼材一次加工業及び鉄骨加工業向け製品の納期延期物件の発生や引

合い物件の先送り等により、その影響を多分に受けて受注の激減を余儀なくされました。 

当社といたしましては、このような厳しい経営環境に対処すべく、生産稼働率向上及び仕入部品の海外調達等に

よる製造コストの更なる低減、新分野販売ルートの開拓や提案型営業の強化推進及び製品別営業利益率の向上等を

行ってまいりましたが、業績的には厳しい結果となりました。 

この結果、当中間期の売上高は、1,448百万円(前年同期比3.7％増)を計上したものの、収益面につきましては、

利益率の高い形鋼加工機シリーズの売上高減少に伴う売上総利益が減少したこと、また、材料費高騰による売上原

価の上昇や営業力強化のための人材の採用による人件費の増加に対応するため、製造原価の低減並びに販売費及び

一般管理費の削減に努めたものの、売上高減少に見合うだけの削減に至らなかったこと等により、営業利益は７百

万円(前年同期比91.2％減)、経常利益は１百万円(前年同期比97.7％減)、中間純損失は５百万円(前年同期中間純利

益76百万円)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前事業年度末に比べ６百万円増加

し、250百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果使用した資金は74百万円となりました。これは主に、売上債権の減少による収入155百万円、割引

手形の減少による支出239百万円等によるものであります。 

この結果、営業活動全体として前中間会計期間と比較して、支出は９百万円(前年同期比15.1％増)の増加となり

ました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は67百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出20百万円、

定期預金の預入れによる支出36百万円等によるものであります。 

この結果、投資活動全体として前中間会計期間と比較して、支出は79百万円(前年同期収入12百万円)の増加とな

りました。 



(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は148百万円となりました。これは主に、長期借入金の実行による収入300百万円、

長期借入金の返済による支出100百万円、配当金の支払額49百万円等によるものであります。 

この結果、財務活動全体として前中間会計期間と比較して、収入は119百万円(前年同期比411.6％増)の増加とな

りました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における製品区分別生産実績を示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格により表示しており、消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間会計期間から形鋼加工機、丸鋸加工機、その他の３区分に変更しました。 

なお、変更前で示すと次のとおりであります。 

  

  

(2) 受注実績 

当社は見込生産のため、受注状況の記載を省略いたします。 

  

区分 生産高(千円) 前年同期比(％) 

形鋼加工機 620,270 86.8 

丸鋸加工機 209,580 211.7 

その他 403,425 111.8 

合計 1,233,275 105.0 

区分 生産高(千円) 前年同期比(％) 

鉄骨加工機 66,200 81.3 

鋼材加工機 277,020 77.1 

製缶板金加工機 486,630 130.4 

環境機器 33,600 202.4 

その他 369,825 107.4 

合計 1,233,275 105.0 



(3) 販売実績 

当中間会計期間における品目区分別販売実績を示すと次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は消費税等は含まれておりません。 

２ 当中間会計期間から事業区分別情報の有用性を高めるため、製品売上、部品売上、サービス売上の３区分に変更しまし

た。 

なお、変更前で示すと次のとおりであります。 

  

  

３ 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

  

区分 販売高(千円) 前年同期比(％) 

製品 

形鋼加工機 683,008 86.0 

丸鋸加工機 270,803 278.2 

金型 157,775 110.9 

その他 125,688 73.3 

小計 1,237,275 102.6 

部品 184,572 110.2 

サービス 26,623 108.8 

合計 1,448,471 103.7 

区分 販売高(千円) 前年同期比(％) 

製品 

鉄骨加工機 55,530 101.1 

鋼材加工機 309,368 68.6 

製缶板金加工機 366,314 162.1 

環境機器 29,964 122.8 

その他 496,415 102.3 

小計 1,257,592 101.3 

商品 

鉄筋加工機 ― ― 

金型 157,775 110.9 

その他 33,102 260.4 

小計 190,878 122.5 

合計 1,448,471 103.7 

相手先 
前中間会計期間 当中間会計期間 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

株式会社山善 323,756 23.2 351,071 24.2 

マツモト産業株式会社 199,108 14.2 221,751 15.3 



３ 【対処すべき課題】 

市場環境は、金融市場の混乱による株価の低迷、原油価格高騰による製造原価の上昇、改正建築基準法の施行によ

る仕事量の激減、価格競合による受注価格の低迷等の極めて厳しい環境になっております。 

このような事業環境の中、内外組織体連携強化及び提案型営業の強化推進・新製品投入で売上高の確保、更なる製

造原価の低減並びに諸経費の削減で営業利益の確保に取組み、下期計画の達成に向け邁進する所存であります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当中間会計期間の研究開発費の総額は6,100千円であります。 

内容としましては、長らく低迷しておりましたスプライスプレート加工業に係る機械設備需要が、近年徐々に増加

してまいりましたものの、価格要求が非常に厳しく現状の多機能機種では受注が困難なため、機能をスプライスプレ

ート加工に絞り、価格を抑えた機種を開発すること、及び、過去に納入した工作機械に対するユーザーからのNC装置

のリニューアル(オーバーホール)の要望に対応できるNC装置の開発費用であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。 

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年11月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年２月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 10,200,000 10,200,000
ジャスダック証券
取引所 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 10,200,000 10,200,000 ― ― 



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年11月30日現在 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成19年６月１日～ 
平成19年11月30日 

― 10,200,000 ― 1,874,083 ― ―

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

竹 田 康 一 石川県能美市吉光町 1,921 18.83

タケダ精機株式会社 石川県能美市吉光町ト72－１ 980 9.61

スパークスOMSF－１投資事業組
合 

東京都品川区大崎１－11－２ 900 8.82

伊 藤 勝 信 石川県能美市松が岡 593 5.82

竹 田 良 美 石川県能美市吉光町 480 4.71

株式会社北國銀行 石川県金沢市下堤町１ 470 4.61

タケダ機械取引先持株会 石川県能美市粟生町西132 418 4.11

竹 田 雄 一 石川県能美市松が岡 310 3.04

竹 田 清 一 石川県能美市吉光町 210 2.07

タケダ機械従業員持株会 石川県能美市粟生町西132 182 1.79

計 ― 6,467 63.40



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年11月30日現在 

(注) １ 単元未満株式には当社所有の自己株式193株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権３個)含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年11月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  27,000 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
    10,094,000 

10,094 同上 

単元未満株式 普通株式  79,000 ― 同上 

発行済株式総数    10,200,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 10,094 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
タケダ機械株式会社 

石川県能美市粟生町西132
番地 

27,000 ― 27,000 0.3

計 ― 27,000 ― 27,000 0.3



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

  

(注) 高・ 低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成19年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

高(円) 245 245 214 205 205 180

低(円) 225 209 180 180 180 156



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、第36期中間会計期間(平成18年６月１日から平成18年11月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、第37期中間会計期間(平成19年６月１日から平成19年11月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、第36期中間会計期間(平成18年６月１日から平成18年11月30日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づ

き、また第37期中間会計期間(平成19年６月１日から平成19年11月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規

定に基づき、それぞれ中間財務諸表について、アーク監査法人により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成18年11月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年11月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年５月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   213,240   305,275 262,278   

２ 受取手形   101,147   149,241 53,686   

３ 売掛金   474,472   387,316 387,087   

４ たな卸資産   730,194   786,224 782,810   

５ その他   13,636   18,411 13,684   

貸倒引当金   △190   △520 △140   

流動資産合計    1,532,501 44.8 1,645,949 47.1   1,499,407 44.6

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産 ※１        

１ 建物 ※２ 889,516   834,745 861,021   

２ 機械及び装置   31,145   28,668 22,612   

３ 土地 ※２ 791,303   791,303 791,303   

４ その他   68,203   77,524 74,943   

有形固定資産合計   1,780,169   1,732,242 1,749,881   

(2) 無形固定資産   43,394   40,788 39,891   

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券   10,776   18,743 21,376   

２ 保険積立金   23,591   30,282 26,816   

３ その他   75,237   69,636 72,539   

貸倒引当金   △46,428   △44,026 △45,240   

投資その他の 
資産合計   63,177   74,636 75,491   

固定資産合計    1,886,741 55.2 1,847,666 52.9   1,865,264 55.4

資産合計    3,419,243 100 3,493,616 100   3,364,672 100

           



  

    
前中間会計期間末 

(平成18年11月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年11月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成19年５月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   233,313   207,631 194,123   

２ 買掛金   157,071   105,940 135,110   

３ 一年内返済予定 
長期借入金 ※２ 160,728   238,897 183,997   

４ 未払金   81,838   82,846 81,095   

５ 未払法人税等   7,973   7,620 11,251   

６ 賞与引当金   31,500   38,100 44,200   

７ 製品保証引当金   ―   8,200 ―   

８ その他 ※４ 7,382   23,570 11,830   

流動負債合計    679,807 19.9 712,806 20.4   661,609 19.7

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ 744,272   756,051 611,313   

２ 繰延税金負債   710   6 1,349   

３ その他   46,190   37,899 44,090   

固定負債合計    791,173 23.1 793,957 22.7   656,752 19.5

負債合計    1,470,980 43.0 1,506,764 43.1   1,318,362 39.2

           

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    1,874,083 54.8 1,874,083 53.7   1,874,083 55.7

２ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   ―   5,088 ―   

(2) その他利益剰余金          

繰越利益剰余金   76,041   111,449 173,286   

利益剰余金合計    76,041 2.2 116,537 3.3   173,286 5.1

３ 自己株式    △2,912 △0.1 △3,778 △0.1   △3,055 △0.1

株主資本合計    1,947,212 56.9 1,986,842 56.9   2,044,315 60.7

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    1,050 9   1,994 

評価・換算差額等 
合計    1,050 0.1 9 0.0   1,994 0.1

純資産合計    1,948,262 57.0 1,986,852 56.9   2,046,309 60.8

負債純資産合計    3,419,243 100 3,493,616 100   3,364,672 100

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで) 

当中間会計期間 

(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    1,397,352 100 1,448,471 100   2,981,480 100

Ⅱ 売上原価    965,354 69.1 1,095,252 75.6   2,064,181 69.2

売上総利益    431,997 30.9 353,218 24.4   917,298 30.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費    345,435 24.7 345,639 23.9   721,694 24.2

営業利益    86,562 6.2 7,578 0.5   195,604 6.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  17,677 1.2 16,481 1.1   36,160 1.2

Ⅴ 営業外費用 ※２  24,868 1.8 22,211 1.5   51,318 1.7

経常利益    79,371 5.6 1,848 0.1   180,446 6.1

Ⅵ 特別利益 ※３  1,953 0.1 834 0.1   3,191 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  680 0.0 4,000 0.3   1,099 0.1

税引前中間(当期) 
純利益又は税引前 
中間純損失(△) 

   80,643 5.7 △1,317 △0.1   182,537 6.1

法人税、住民税 
及び事業税    4,602 0.3 4,549 0.3   9,251 0.3

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)    76,041 5.4 △5,866 △0.4   173,286 5.8

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日) 

  

  

当中間会計期間(自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日) 

  

  

  

株主資本
評価・換算 
差額等 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金 資本準備金

その他利益
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成18年５月31日残高(千円) 2,773,600 594,800 △1,494,316 △2,233 1,871,849 2,355 1,874,205

中間会計期間中の変動額       

 資本金の額の減少による 
 欠損の填補 △899,516   899,516 ―   ―

 資本準備金の取崩しによる 
 欠損の填補   △594,800 594,800 ―   ―

 自己株式の取得     △678 △678   △678

 中間純利益     76,041 76,041   76,041

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額)     △1,305 △1,305

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △899,516 △594,800 1,570,357 △678 75,362 △1,305 74,057

平成18年11月30日残高(千円) 1,874,083 ― 76,041 △2,912 1,947,212 1,050 1,948,262

  

株主資本
評価・換算 
差額等 

純資産合計
資本金 

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金 利益準備金

その他利益
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成19年５月31日残高(千円) 1,874,083   173,286 △3,055 2,044,315 1,994 2,046,309

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当   5,088 △55,971 △50,883   △50,883

 自己株式の取得     △723 △723   △723

 中間純損失     △5,866 △5,866   △5,866

 株主資本以外の項目の中間会計 
 期間中の変動額(純額)     △1,984 △1,984

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)   5,088 △61,837 △723 △57,472 △1,984 △59,457

平成19年11月30日残高(千円) 1,874,083 5,088 111,449 △3,778 1,986,842 9 1,986,852



前事業年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

  

  

  

株主資本
評価・換算 
差額等 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金 資本準備金

その他利益
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成18年５月31日残高(千円) 2,773,600 594,800 △1,494,316 △2,233 1,871,849 2,355 1,874,205

事業年度中の変動額       

 資本金の額の減少による 
 欠損の填補 △899,516   899,516 ―   ―

 資本準備金の取崩しによる 
 欠損の填補   △594,800 594,800 ―   ―

 自己株式の取得     △821 △821   △821

 当期純利益     173,286 173,286   173,286

 株主資本以外の項目の 
 当期変動額(純額)     △360 △360

当期変動額合計(千円) △899,516 △594,800 1,667,603 △821 172,465 △360 172,104

平成19年５月31日残高(千円) 1,874,083 ― 173,286 △3,055 2,044,315 1,994 2,046,309



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前中間会計期間 

(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで)

当中間会計期間 

(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  税引前中間(当期)純利益 
  又は税引前中間純損失(△) 

 80,643 △1,317 182,537

  減価償却費  38,098 40,831 78,035

  貸倒引当金の減少額  △1,953 △834 △3,191

  賞与引当金の増加額 
  (△減少額) 

 7,683 △6,100 20,383

  製品保証引当金の増加額  ― 8,200 ―

  受取利息及び受取配当金  △334 △519 △611

  仕入割引  △8,214 △8,050 △16,572

  雑収入等  △7,660 △6,871 △13,796

  支払利息  15,146 13,785 27,871

  手形売却損  3,434 495 6,220

  有形固定資産除却損  680 88 1,099

  売上債権の減少額  158,041 155,295 368,206

  たな卸資産の増加額  △138,713 △3,414 △184,691

  仕入債務の減少額  △23,978 △15,662 △85,128

  割引手形の減少額  △167,834 △239,067 △243,152

  その他  △7,283 △2,932 △6,415

小計  △52,244 △66,073 130,794

  利息及び配当金の受取額  334 519 611

  仕入割引の受取額  8,214 8,050 16,572

  利息の支払額  △15,815 △14,463 △27,534

  法人税等の支払額  △9,259 △9,251 △9,261

  その他営業外損益の 
純収入額 

 3,748 6,375 7,066

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △65,021 △74,842 118,248



  

  

   
前中間会計期間 

(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで)

当中間会計期間 

(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  有形固定資産の取得による 
支出 

 △2,949 △20,300 △16,151

  有形固定資産の売却による 
収入 

 ― 750 ―

  無形固定資産の取得による 
支出 

 △2,160 △10,627 △2,160

  無形固定資産の売却による 
  収入 

 ― 1,800 ―

  投資有価証券の取得による 
支出 

 △594 △694 △9,611

  貸付による支出  △1,000 ― △1,750

  貸付金の回収による収入  1,331 1,399 3,094

  定期預金の預入れによる 
支出 

 △27,500 △36,500 △60,500

  定期預金の払戻しによる 
収入 

 45,000 ― 72,500

  保険積立金の解約収入  3,775 ― 3,775

  その他投資の取得による 
支出 

 △3,596 △3,466 △6,788

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 12,306 △67,638 △17,591

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

  短期借入金の返済による 
  支出 

 ― △300,000 ―

  短期借入金の実行による 
  収入 

 ― 300,000 ―

  長期借入金の返済による 
支出 

 △70,200 △100,362 △779,890

  長期借入金の実行による 
収入 

 100,000 300,000 700,000

  自己株式の取得による 
支出 

 △678 △723 △821

  配当金の支払額  ― △49,936 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 29,121 148,978 △80,711

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 
  (△減少額) 

 △23,593 6,496 19,944

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 224,333 244,278 224,333

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 200,740 250,775 244,278



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  

前中間会計期間 
(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで) 

当社は平成17年６月に「第二次中

期２ヵ年計画」を策定し、経営体質

の改善並びに財務基盤の強化を図っ

ております。 

その結果、当中間会計期間におい

ては、前事業年度に引き続き86,562

千円の営業利益を計上し、恒常的に

黒字を確保できる体制となってまい

りました。さらに、売上総利益率は

前年同期28.6％から30.9％まで向上

し、財務体質も徐々にではあります

が改善されてきております。 

また、第35期定時株主総会決議に

より、平成18年10月６日付で資本準

備金を594,800千円減少させるとと

もに、資本金を899,516千円減少さ

せることにより、繰越損失金は一掃

されました。 

しかしながら、当社は当中間会計

期間において下期の販売計画に基づ

き、たな卸資産の先行手配を行った

こと等により、営業キャッシュ・フ

ローは、65,021千円のマイナスとな

っております。営業利益は改善され

たものの、営業キャッシュ・フロー

の改善までは実行できなかった状況

であり、下期にかけて改善の途上で

あります。 

当該状況により、継続企業の前提

に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

下期においても「第二次中期２ヵ

年計画」の予定どおりの完遂をはか

り、さらに、引き続き金融機関の支

援を確認し有利子負債の圧縮と財務

体質の強化に努めてまいる所存で

す。 

このため、当中間財務諸表は継続

企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を当中

間財務諸表には反映しておりませ

ん。 

――――― ――――― 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前中間会計期間 

(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

  商品・製品・ 

  原材料・仕掛品 

移動平均法による原

価法 

(1) たな卸資産 

同左 

(1) たな卸資産 

同左 

  (2) 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

中間決算末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定) 

(2) 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

同左 

(2) 有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定) 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっており

ます。ただし平成10年

４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備

を除く)については定

額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数

は、以下の通りであり

ます。 

  建物及び構築物 

７年～50年 

  機械装置及び 

  車両運搬具 

２年～10年 

(1) 有形固定資産 

ａ．平成19年３月31日以

前に取得したもの 

旧定率法によってお

ります。(ただし平成

10年４月１日以降に取

得した建物(建物附属

設備を除く)について

は、旧定額法を採用し

ております。) 

ｂ．平成19年４月１日以

降に取得したもの 

定率法によっており

ます。(ただし、建物

(建物附属設備を除く)

については、定額法を

採用しております。) 

なお、主な耐用年数

は以下の通りでありま

す。 

  建物及び構築物 

７～50年 

  機械装置及び 

  車両運搬具 

２～10年 

(1) 有形固定資産 

同左 

        (会計方針の変更) 

法人税法の改正(所

得税法等の一部を改正

する法律 平成19年３

月30日 法律第６号)

及び(法人税法施行令

の一部を改正する政令

平成19年３月30日 政

令第83号))に伴い、平

成19年４月１日以降に

取得したものについて

は、改正後の法人税法

に基づく方法に変更し

ております。 

これに伴う影響は軽

微であります。 



  

  

  
前中間会計期間 

(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで) 

      (追加情報) 

法人税法改正に伴

い、平成19年３月31日

以前に取得した資産に

ついては、改正前の法

人税法に基づく減価償

却の方法の適用により

取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業

年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価

償却費に含めて表示し

ております。 

なお、これによる影

響額は軽微でありま

す。 

  

  (2) 無形固定資産 

 ソフトウェア(販売

機械組み込み用)につ

いては、見込販売数量

に基づく償却額と、残

存見込販売有効期間に

基づく均等償却額と

の、いずれか大きい金

額を計上しておりま

す。 

 なお、当初における

見込販売有効期間は３

年としております。 

 また、自社利用ソフ

トウェアについては、

社内における利用可能

期間(５年)に基づく定

額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員に対して支給

する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に

基づき計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 



  

  

  
前中間会計期間 

(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで) 

    (3) 製品保証引当金 

 販売済製品に係る一

定期間内の無償サービ

スに要する費用の発生

に備えるため、実績率

を基にした会社所定の

基準により計上してお

ります。 

  

      (会計方針の変更) 

製品のアフターサー

ビスに係る費用につい

て、従来は支出時に費

用処理しておりました

が、当中間会計期間か

ら製品保証引当金を計

上することといたしま

した。 

この変更は、顧客仕

様の製品の販売比率が

高まってきたことか

ら、今後はアフターサ

ービス費用のより一層

の増加が見込まれるこ

とから、これらの費用

を将来の支出時に全額

費用処理する方法では

なく、合理的に費用配

分することにより期間

損益の適正化を図るた

めに行なったものであ

ります。 

この変更により、従

来と同一の方法によっ

た場合と比較して、営

業利益及び経常利益は

4,200千円減少し、税

引 前 中 間 純 損 失 は

8,200千円増加してお

ります。 

  

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金からなっております。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金からなっております。 

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理につい

て 

 税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理につい

て 

同左 

消費税等の会計処理につい

て 

同左 



(追加情報) 

  

  

前中間会計期間 
(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで) 

―――――  近年、顧客仕様の製品の販売比率

が高まっており、サービス課の業務

内容が多様化してきたため、当期よ

りサービス課の業務を有償修理、納

入据付、無償修理に区分して管理す

ることに変更しております。 

 これに伴い、従来、販売費及び一

般管理費に計上していたサービス課

の人件費及び旅費交通費について、

有償修理に係る費用についてはサー

ビス原価として売上原価に、納入据

付に係る費用については製品売上原

価に、無償修理に係る費用について

はアフターサービス費として販売費

及び一般管理費に計上することとい

たしました。 

 また、これに伴い、従来、売上原

価に含めて表示していた無償修理に

係る部品代について、アフターサー

ビス費として販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 なお、従来と同一の方法によった

場合に比べ、売上原価が48,176千円

増加し、販売費及び一般管理費が同

額減少しております。 

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成18年11月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年11月30日) 

前事業年度末 
(平成19年５月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  1,900,241千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  1,932,630千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  1,911,485千円

※２ 担保資産 

 イ 担保差入資産 

 ロ 債務の内容 

 建物 882,697千円

 土地 787,445千円

 一年内 
 返済予定 
 長期借入金 

160,728千円

 長期借入金 744,272千円

※２ 担保資産 

 イ 担保差入資産 

 ロ 債務の内容 

 建物 828,611千円

 土地 787,445千円

 一年内
 返済予定 
 長期借入金 

238,897千円

 長期借入金 756,051千円

※２ 担保資産 

 イ 担保差入資産 

 ロ 債務の内容 

 建物 854,566千円

 土地 787,445千円

一年内
 返済予定 
 長期借入金 

183,997千円

 長期借入金 611,313千円

 ３ 受取手形割引高 

  347,693千円

 ３ 受取手形割引高 

  33,308千円

 ３ 受取手形割引高 

  272,375千円

※４ 消費税等の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

のその他に含めて表示してお

り、その金額は4,884千円で

あります。 

※４ 消費税等の取扱い 

    仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

のその他に含めて表示してお

り、その金額は9,812千円で

あります。 

※４    ――――― 

  



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 194千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 240千円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 426千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 15,146千円

手形売却損 3,434千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 13,785千円

手形売却損 495千円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 27,871千円

手形売却損 6,220千円

※３    ――――― ※３ 特別利益は、貸倒引当金戻入

益であります。 

※３    ――――― 

※４    ――――― ※４ 特別損失は、過年度製品保証

引当金繰入額であります。 

※４    ――――― 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 35,523千円

無形固定資産 2,574千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 37,100千円

無形固定資産 3,730千円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 71,956千円

無形固定資産 6,078千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年６月１日 至 平成18年11月30日) 

 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

(注) 普通株式の自己株式の増加2,793株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

当中間会計期間(自 平成19年６月１日 至 平成19年11月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

(注) 普通株式の自己株式の増加3,800株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

  
前事業年度
末株式数 

当中間会計期間
増加株式数 

当中間会計期間
減少株式数 

当中間会計期間
末株式数 

摘要 

発行済株式           

普通株式 10,200,000株 ― ― 10,200,000株   

合計 10,200,000株 ― ― 10,200,000株   

自己株式           

普通株式 20,000株 2,793株 ― 22,793株 (注) 

合計 20,000株 2,793株 ― 22,793株   

  
前事業年度
末株式数 

当中間会計期間
増加株式数 

当中間会計期間
減少株式数 

当中間会計期間
末株式数 

摘要 

発行済株式           

普通株式 10,200,000株 ― ― 10,200,000株   

合計 10,200,000株 ― ― 10,200,000株   

自己株式           

普通株式 23,393株 3,800株   27,193株 (注) 

合計 23,393株 3,800株   27,193株   

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
１株当たりの
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年８月29日 
定時株主総会 

普通株式 50,883 5 平成19年５月31日 平成19年８月30日



前事業年度(自 平成18年６月１日 至 平成19年５月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

(注) 普通株式の自己株式の増加3,393株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２．配当に関する事項 

  基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

  

  前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 摘要 

発行済株式           

普通株式 10,200,000株 ― ― 10,200,000株   

合計 10,200,000株 ― ― 10,200,000株   

自己株式           

普通株式 20,000株 3,393株   23,393株 (注) 

合計 20,000株 3,393株   23,393株   

(決議予定) 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
配当の原資

１株当たりの
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年８月29日 
定時株主総会 

普通株式 50,883 利益剰余金 5 平成19年５月31日 平成19年８月30日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

(リース取引関係) 
  

  

前中間会計期間 
(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 213,240千円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金 
△12,500千円

現金及び 
現金同等物 

200,740千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 305,275千円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金 
△54,500千円

現金及び 
現金同等物 

250,775千円

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 262,278千円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金 
△18,000千円

現金及び
現金同等物 

244,278千円

前中間会計期間 
(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

有形固定資産  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

有形固定資産  

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

有形固定資産  

    
機械及び
装置 

(千円) 
  

その他 
(千円)   

合計 
(千円) 

取得価額 
相当額   59,000   4,472   63,472

減価償却 
累計額 
相当額 

  48,871   969   49,840

中間 
期末残高 
相当額 

  10,128   3,503   13,632

    
機械及び
装置 
(千円) 

その他
(千円) 

合計
(千円) 

取得価額 
相当額   100,800 4,472 105,272

減価償却 
累計額 
相当額 

  60,235 1,863 62,099

中間 
期末残高 
相当額 

  40,564 2,609 43,173

機械及び
装置 

(千円) 
 
その他 
(千円)   

合計 
(千円) 

取得価額
相当額 59,000   4,472   63,472

減価償却
累計額 
相当額 

53,060   1,416   54,477

期末残高
相当額 5,939   3,056   8,995

②未経過リース料中間期末残高相当

額 

１年以内 10,532千円

１年超 4,340千円

合計 14,872千円

②未経過リース料中間期末残高相当

額 

１年以内 8,269千円

１年超 35,050千円

合計 43,319千円

②未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 7,435千円

１年超 2,236千円

合計 9,671千円

③支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

 支払リース料 5,487千円

 減価償却費相当額 4,636千円

 支払利息相当額 412千円

③支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

 支払リース料 8,659千円

 減価償却費相当額 7,622千円

 支払利息相当額 508千円

③支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

 支払リース料 10,974千円

 減価償却費相当額 9,272千円

 支払利息相当額 698千円

④減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

  …リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

  …リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

④減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

  

  

 ・利息相当額の算定方法 

   同左 

  

  

  

  

④減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

   同左 

  

  

 ・利息相当額の算定方法 

   同左 

  

  

  

  



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年11月30日) 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

当中間会計期間末(平成19年11月30日) 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

前事業年度末(平成19年５月31日) 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

次へ 

区分 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 9,015 10,776 1,760

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 9,015 10,776 1,760

区分 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 18,726 18,743 16

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 18,726 18,743 16

区分 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 18,032 21,376 3,344

債券 ― ― ―

その他 ― ― ―

合計 18,032 21,376 3,344



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(平成18年６月１日から平成18年11月30日まで) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(平成19年６月１日から平成19年11月30日まで) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

前事業年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  



(持分法損益等) 

前中間会計期間(平成18年６月１日から平成18年11月30日まで) 

当社は、関連会社を有しておりませんので該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(平成19年６月１日から平成19年11月30日まで) 

当社は、関連会社を有しておりませんので該当事項はありません。 

  

前事業年度(平成18年６月１日から平成19年５月31日まで) 

当社は、関連会社を有しておりませんので該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

 １株当たり中間(当期)純利益金額又は中間純損失金額 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

項目 
前中間会計期間 

(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで) 

当中間会計期間
(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで) 

前事業年度 
(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで) 

１株当たり純資産額 191.43円 195.31円 201.08円 

１株当たり中間(当期)純利益 

又は中間純損失(△) 
7.47円 △0.58円 17.03円 

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益 

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、潜在株式がないた

め、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金額につ

いては、中間純損失が計上

されており、また、潜在株

式がないため、記載してお

りません。 

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないた

め、記載しておりません。

  
前中間会計期間

(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで)

当中間会計期間
(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで)

前事業年度 
(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで)

中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)(千円) 

76,041 △5,866 173,286 

普通株主に帰属しない金額
(千円) 

― ― ― 

普通株式に係る中間(当期)
純利益又は中間純損失(△) 
(千円) 

76,041 △5,866 173,286 

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

10,179 10,175 10,178 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第36期) 
自 平成18年６月１日 

至 平成19年５月31日 
  

平成19年８月30日 

北陸財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年２月20日

タケダ機械株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタケダ

機械株式会社の平成18年６月１日から平成19年５月31日までの第36期事業年度の中間会計期間(平成18年６月１日から平

成18年11月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、タケダ機械株式会社の平成18年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年６月

１日から平成18年11月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は長引く業界の構造的不況から売上の低迷が続き、過去において

は連続して重要な営業損失を計上していたが、当中間期においては改善しつつあり、前事業年度に引き続き営業利益を

計上したものの、営業キャッシュ・フローはマイナスとなった。このような状況により、継続企業の前提に関する重要

な疑義が存在している。当該状況に関する経営計画等の進展は当該注記に記載されている。当中間財務諸表は継続企業

を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を当中間財務諸表には反映していない。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

アーク監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  三  浦  昭  彦  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  赤  荻     隆  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成20年２月25日

タケダ機械株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるタケダ機械株式会社の平成19年６月１日から平成20年５月31日までの第37期事業年度の中間会計期間(平成19年６月

１日から平成19年11月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、タケダ機械株式会社の平成19年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成19年６月

１日から平成19年11月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項に関する注記の３(3) 製品保証引当金に記載されているとおり、会

社はアフターサービス費に係る会計方針を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

アーク監査法人 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  三  浦  昭  彦  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士  赤  荻     隆  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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